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労働市場の展開と職業能力開発

「日本型リカレント ・モデル」仮説

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平　尾　智　隆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［要約１

　労働市場の組織化の観点からすれば，外部労働市場と内部労働市場の双方における雇用流

動化の流れは，変化に対応した職業能力開発システムの再構築の必要性を提起している。そ
の意味では・戦後から一貫して日本の職業能力開発の一端を担ってきた学校教育の役割を再
確認し，知識の経済効率性からみた学校と企業の「効率的な融合」を模索する必要がある

。

労働市場論としてこの課題を取り扱うために，本稿では，ＯＥＣＤが提起したリカレント教育

の考え方（リカレント ・モデル）から，職業能力開発を軸に外部労働市場と内部労働市場を

包括した労働市場の模型化を試みる。模型化の前段として，本来的には「組織化された外部

労働市場」を通じた労働力移動を示唆するリカレント ・モデルとは対照的に，日本的な内部
労働市場の規定を強く受けたリカレント ・モデルを「日本型リカレント ・モデル」として仮
説提示する。その上で，外部労働市場と内部労働市場の総体的理論分析として，「日本型リ

カレント ・モデル」を動態的に推察し，リカレント ・モデルを三つに類型化する 。
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Ｉ　はじめに

　これまで，わが国の労働市場には三種の神器（終身雇用 ・年功賃金 ・企業別組合）に修飾される

日本的雇用慣行が存在し，長期的で安定的な雇用システムがあると評価されてきた。しかし近年 ，

不断の技術革新，産業構造の変化，国際競争の激化という潮流の中で，労働力を長期安定的に一

企業内に蓄積するのではなく ，市場横断的にその動きを活性化させようという議論が顕著になっ

てきている。また，企業組織内部においても ，大競争時代を勝ち抜くための効率的な労働力配置
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が求められ，人事制度の改革等が行われている 。

　外部労働市場と内部労働市場の双方において，いわゆる雇用の流動化が進展しているわけであ

るが，この雇用流動化の流れは，労働力の職業能力開発を変革していく流れとしても提えられる 。

そもそも ，労働市場は，人問の肉体的精神的諸能力を内包した「労働力」が商品として売買され

る機構であり ，労働力の価格（＝賃金）は，職業能力とそれを獲得する訓練過程のいかんによっ

て決められる。その意味で，労働市場の組織化は重大な意味を持ち，変化に対応した職業能力開

発システムの再構築が求められているといえよう 。

　そして，労働市場の組織化として職業能力開発システムの再構築を考える場合，戦後から一貫

して日本の職業能力開発の一端を担ってきた学校教育の役割を再確認する必要がある。矢野眞和

［１９９６１（１５９項）によれば，これまで，日本の学校と企業の間には，知識の経済効率性からみて ，

「効率的な分離」の関係があった。換言すれば，ホワイトカラー・ ブルーカラーに関係なく ，労

働力は，単線型に整備された学校教育において均質的な高い基礎学力を身につけ，企業組織内部

においてはＯＪＴ（Ｏｎｔｈ・Ｊ・ｂ　Ｔ・・ｍｍｇ）を中心に企業特殊的なスキルを獲得していった。この

「効率的な分離」によっ て育まれた労働力が高度成長期以後の日本経済を支えてきたといっ ても

過言ではないであろう 。

　しかしながら現在，雇用流動化とそれに伴う日本的雇用慣行の修正から，従来の学校と企業の

ｒ効率的な分離」に基つく職業能力開発だけでは一定の限界を有するようになってきている 。今

後は，学校と企業の「効率的な分離」から「効率的な融合」への変革が職業能力開発システムの

一重要課題であると考えられる。そこで，本稿では，学校と企業のｒ効率的な融合」の一手段と

して可能性を持つリカレント教育（Ｒ。。ｕ。。。ｎｔ　Ｅｄｕ。。ｔ１．ｎ）の考え方（＝リカレントモテル）を取り

上げ，職業能力開発を軸に労働市場構造の分析を行う 。

　本稿の目的は，現代日本の労働市場構造の総体的理論分析として，外部労働市場と内部労働市

場を包括した労働市場の模型を作成することにある 。その模型作成の枠組み装置がリカレント ・

モデルである。ここで主に想定する労働力は大卒ホワイトカラーであり ，職業能力開発の場とし

て想定する学校は高等教育機関（特にプロフェッショ ナルスクールとして期待される大学院修士課程 ：

職業型大学院）である。その理由は，大卒ホワイトカラーが労働力の，高等教育機関が職業能力

開発機関の要として，現在，大きく注目されていることによる 。

　本稿の構成は以下の通りである 。１では，これまでの労働市場研究を振り返り ，リカレント教

育の概念とその示唆を考察し，次節以降の理論的仮説提示の土台とする。皿では，まず，日本の

リカレント教育の展開を概観する。その上で，「日本型リカレント ・モデル」仮説を提示し，そ

れを一定程度裏付けるデータを示す。１Ｖでは，「日本型リカレント ・モデル」仮説を労働市場の

変化との関係において動態的に推察し，労働市場の模型化を試みる。最後に，残された課題を述

べて結語とする 。

（８１９）
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１　労働市場とリカレント教育

　皿 一１　労働市場研究と学校

　野村正實［２０００１の整理によれば，１９５０年代に日本資本主義の労働市場に関する仮説が次々と

発表されている 。大河内一男のｒ出稼型」論（大河内一男［１９５０１），氏原正治郎のｒ階層性」論
（氏原正治郎［１９５４１），大川一司の「過剰就業」論（大川一司［１９５５１），有澤廣巳の「二重構造」論

（有澤廣巳［１９５６１），東畑精一のｒ全部雇用」論（東畑精一［１９５６１），隅谷二暑男のｒ都市雑業」論

（隅谷三喜男［１９６０１）である
。

　また，内部労働市場に注目したこれまでの主な研究としては，小池和男の「知的熟練」に基づ

く一連の研究を挙げることができる（例えば，小池和男［１９９９１）。 同じく内部労働市場に着目する

研究として，近年では組織の経済学の観点から企業内の昇進構造やインセンティフを分析する研

究も多く行われている（例えば，橘木俊詔 ・連合総研［１９９５１など）。

　さらに，非正規雇用層や出向 ・転籍者の移動に関して，「中間労働市場」の存在を理論的に把

握する労働市場研究も１９８０年代に登場している（伊丹敬之 ・松永有之［１９８５１）。

　加えて，経済学以外の分野では，教育学，教育社会学などの分野において，就職のメカニズム

などとの関係で新規学卒労働市場の研究を中心に多くの研究が蓄積されている（代表的なものとし

て例えば，乾彰夫［１９９０１，苅谷剛彦［１９９１１，苅谷剛彦他［２０００１など）。

　これらの諸研究は，それぞれの問題関心 ・時代背景 ・社会環境の中で，労働市場構造や社会的

メカニズムを説明しようと生まれてきた研究成果であり ，それぞれに分析の課題が異なっている 。

しかしながら，これらの研究の多くが知識の経済効率性からみた学校と企業の「効率的な分離」
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
あるいは教育学でいうフロント ・エンド ・モテルを暗黙の則提としていることは明らかである

。

局度成長期の労働力不足など様々な条件から，学校と企業の「効率的な分離」が機能してきた一

方， 学校という変数が労働市場研究に大きな位置を占めてこなかったこともまた事実であろう 。

　そして，１９７０年代にアメリカの労働経済学から「内部労働市場」のタームが輸入されて以降
，

労働市場研究は，内部労働市場と外部労働市場の二つの観点から蓄積されてきたが，野村正實
［２０００１は，今日的視点から内部労働市場と外部労働市場を包括した労働市場研究の必要性を提

起している。その意味では，本稿は，これまでの労働市場研究の多くが看過してきた学校を媒介

変数として積極的にくみ取り ，職業能力開発を軸に内部労働市場と外部労働市場を包括した労働

市場の総体的理論分析を行うものである。その一手段としてリカレント ・モテルを用い，労働市

場の模型化を試みる 。

　皿 一２　リカレント ・モデルの概念と二つの示唆

　１９７３年にＯＥＣＤの教育研究改革センター（Ｃ．ｎｔ。。ｆ。・ Ｅｄ・。・ｔ１・ｎ．１Ｒ・・。。・・ｈ・ｎｄＩｍｏ・・ｔ１・ｎ

ＣＥＲＩ）が，リカレント教育の基本的な考え方を提示したことが大きな契機となり ，その考え方

は一躍世界に広まることとなった。その文書の中で，リカレント教育はｒ義務教育後，あるいは

基礎教育後のあらゆる教育に対する包括的教育戦略であり ，その本質的特徴は，労働を主とした
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余暇や引退生活といっ た他の諸活動と教育を各個人の生涯にわたり回帰的に分散するところにあ

る」（ＯＥＣＤ　ＣＥＲＩ［１９７３１Ｐ２４）と定義つけられている
。

　では，なぜリカレント教育は誕生したのであろうか。それは，当時の教育と労働を取り巻く

ＯＥＣＤ諸国の状況から説明できる。リカレント教育が提唱された１９７０年代初頭のＯＥＣＤ諸国の

状況は，要約すれば次のようなものであった。すなわち，１９６０年代のマンパワー政策が中等教
育・ 中等後教育の量的拡大を導き ，それが教育の機会不均等と労働市場の需給ハランスの崩壊を

導くという二つの懸念から，その打開策として，既存制度と新たな枠組みを包括するリカレント

教育が提唱されたのである。リカレント教育の内在的初発は，教育の機会均等の実現（分配政策）

と労働市場の需給調整（労働市場政策）の両立を目指したものであった 。

　そのリカレント教育の歴史的考察と評価は本稿の課題を超えている。しかしながら，労働と教

育の密接なつながりの点からいえば，「労働と教育の交錯」，あるいは「労働と教育の組み合わせ

の多様化」「労働と教育の入口の多様化」がリカレント ・モデルのモデル的特徴として把握でき

る。 リカレント ・モテルは，学校という既存の制度を活用した回帰的 ・継続的な職業能力開発シ

ステムであり ，その意味で，外部労働市場と内部労働市場を包括し，知識の経済効率性からみた

学校と企業の「効率的な融合」を実現できる可能性を有しているものと示唆される
。

　そして，日本におけるリカレント ・モデルを考察するための比較事例として，大きくは二つの

展開事例が注目されるように思う 。その第一は，リカレント教育の初発としての位置付けを持つ

１９７０年代のスウェーデンの事例である。リカレント教育が教育の機会均等と労働市場の需給調整

の両立を成しえることの意味は，当時のスウェーデンにおいては，１８歳人口の高等教育への進学

規制にあった。人生のいつの時期にでも教育を受けられるシステムは，換言すれば，高等教育の

延期であり ，労働市場への早期参人の意味を持つ。また，教育内容の点からいえば，リカレント

教育の導人は必然的に職業教育の強化を促進し，労働市場の要請を色濃く反映した教育改革とし
　　　　３）
て帰結する。この労働市場政策とリカレント教育の補完関係は，総合杜会政策の一面としても評

価が可能であるが，基本的には１９７０年代のスウェーテンのリカレント ・モテルは，積極的労働市

場政策の一部として展開し，福祉国家的政策の下で，中央政府主導により実行されたことが一つ

の大きな特徴として把握できる 。

　第二の事例は，アメリカのプロフェッショ ナルスクールに見られる専門職育成である。プロフ

ェッショ ナルスクールの定義は，専門職の育成を担う大学院レベルの高等教育機関である 。

Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｓｃｈｏｏ１やＬａｗＳｃｈｏｏ１などが端的な例であるが，アカデミックな学位とは区分された

プロフェノショ ナル学位と専門職業団体によるアクレティテーション（Ａ。。。。ｄ．ｔ．ｔ１．ｎ）に裏付け

られた専門職育成が，アメリカのプロフェッショ ナルスクールの大きな特徴点である（山田礼子

［１９９８１を参照）。 各種の専門職育成が学校教育制度（大学院レベル）の中で行われていることから
，

アメリカ杜会では専門職育成に関しては，教育と労働の入口が多様に存在し，回帰的 ・継続的な

職業能力開発システムの確立があるといえよう 。

　そして，この二つの事例の間にはある共通点が窺える 。それは，労働力の市場横断的な移動 ，

すなわち，労働力の外部労働市場での移動が相対的に優位な状況にあることである 。１９７０年代の

スウェー デンの場合，リカレント教育による労働力の再教育訓練は，労働市場の需給ミスマッ チ

是正の観点から産業問 ・企業問の労働力移動を可能ならしめるし，各種の再教育訓練や地域間移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２１）
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動を促す政策はそれを補強する。また，アメリカのプロフェッショ ナルスクールに関して，そこ

で育成される労働力は専門職である。専門職は通常，自らの専門知識や職種を基礎として労働市

場を横断的に移動する傾向が強く ，その労働力移動については外部労働市場展開が必然的である 。

　この二つの事例の間には，時代背景，マクロ経済の状況，労働市場の構造などの背景要因の差

異や各種の政策手段の違いがあり ，両者を比較するには細心の注意を要する。しかしながら ，リ

カレント ・モデルが社会制度的な仕組みにより成り立っており ，そこで教育訓練された労働力は

外部労働市場での移動を行いえる可能性が相対的に高いこと ，つまり ，「組織化された外部労働

市場」を通じた労働力移動は，二つの事例が与えてくれるリカレント ・モデルのもう一つの特徴

点である 。

皿　日本におけるリカレント ・モデル

　皿一１　内部労働市場とリカレント ・モテル

　それでは，日本において，リカレント ・モデルは労働市場との関わりでどのように機能してき

たのであろうか。結論から述べれば，前述したように，わが国には知識の経済効率性からみた学

校と企業のｒ効率的な分離」が確立しており ，職業能力開発システムとしてリカレント ・モデル

が機能していく環境に乏しかったといってよい。逆の見方をすれば，ＯＥＣＤによりリカレント

教育が提起された時期には，すでに局度成長期を通じて形成された日本的雇用慣行がその必要性

を生み出さなかったともいえるであろう 。

　日本においてリカレント ・モテルが展開しえなかった労働市場要因は，主に次の二つである 。

第一は，企業組織内部における教育訓練体系の確立である。高度成長期の労働力不足基調は，企

業労務管理を労働力の疋着管理へと導き ，企業特殊的なスキルを育む教育訓練体系を確立させた 。

もちろん，企業内教育訓練は，当該企業の生産性向上のために行われるものであるので，原理的

に労働力に企業特殊的なスキルを付与するものであり ，そのことには大きな意味がある。しかし ，

人事制度 ・昇進昇格制度と密接に結びついた教育訓練体系は，労働力の職業能力開発に関して ，

内部労働市場の規定力をより大きくする結果となる。この点については，日本労務研究会

［１９６３１（２８３項）が，いくつかの事例から，ｒ基本的にはこれまで（各社が一引用者任）主として教

育訓練自体の機能を独立的に考えてきたきらいを脱して，これからは人事制度と密着した教育訓

練を展開していこうとする動きがみられる。そのいい例は，昇進昇格制度と結びついた教育訓練
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
体系の整備 ・改善ということである」と当時の動向を総説していることからも窺える 。

　第二は，新規学卒労働市場の存在である。一般的に，学卒者が定期的に企業に採用されること

を意味する新規学卒労働市場は，国際的に見ても特異な存在とされている。例えぱ，アメリカの

学校から職業への移行過程には就業 ・教育 ・失業が混在する「移行期」という試行錯誤の期間が

存在する（ロバート ・エバンス ・Ｊ・．［１９８７１）。 フランスにおいても，一部のグランゼコール卒の特

急組を除いて，一般教育中心の大学や高校の修了者は，職業訓練や何らかの見習い職の位置付け

で労働市場に参入し，学卒後に様々な経路から可能性を追求することになる（日本労働研究機構

［１９９７．１１２７項）。 また，田中博秀［１９８０１（３７４項）は，日本企業の新規学卒採用方式に対して，欧

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２２）
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米企業の採用を欠員補充方式と呼ぶ 。

　しかしながら，わが国でも戦前においては，新規学卒採用はごく一部の大卒を将来の幹部侯補

として採用する方式でしかなかったことはよく知られている。高度成長期に形成された特異な点

は， ほぼ全ての労働力が新規学卒労働市場に巻き込まれるようになったことである。この世界的

にも特異といわれる労働市場の確立を強固なものにしたのは，高度成長期に全国の学卒者を労働

市場へと送り込む役割を果たした職業安定法２５条および３３条であり ，職業安定所の「労働力需給
　　　　　　　　５）
調整」方式である。また，技術革新による職種の職務への分解は，職種概念に基づく職種別労働

市場の形成ではなく ，内部労働市場の入口として新規学卒労働市場を位置付けることになった 。

そして，新規学卒労働市場段階ではＴｈｕｒｏｗのいう ｔｒａｍａｂ１１１ｔｙが，内部労働市場参入後は属人

的な職務遂行能力が，労働力の能力指標となっていったのである 。

　新規学卒労働市場が学卒者の画一的な通過場所として成止したことは，総じて次のような意味

を持ちえる。すなわち，¢矢野がいう ，知識の経済効率性における学校と企業の「効率的な分

離」の形成，　労働力供給における学校から企業への強い連続性の形成，である 。

　以上から，日本においては内部労働市場の規定力が相対的に強いことが改めて確認できた。本

来的に「組織化された外部労働市場」を通じた労働力移動を示唆するリカレント ・モデルが，日

本においては周知の事実とならなかった要因がここに存在する 。

　皿一２　局等教育機関への回帰

　皿 一１では，これまでは，労働力の内部化からリカレント ・モデルが機能していく環境に乏し

かったことを述べたが，雇用流動化の論議が盛んになる昨今において，リカレント ・モデルは現

在， わが国の労働市場でどのように機能しているのであろうか。いくつかの統計 ・資料からその

量的な把握を行ってみる 。ただし，労働力の学校教育への回帰についての完全な統計 ・資料は存

在しないため，それを窺えるであろう統計 ・資料を使用する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
　文部省の『我が国の文教施策』から，大学院修士課程への「杜会人学生」の入学者の推移を見

てみると ，その傾向は一貫して増大しており ，１９８７年の８１５人から１９９８年の５１７７人と１１年間で６

倍以上の伸びを示している。大学院修士課程全体の入学者に占める杜会人の割合も着実に増加し

てきている（表１）。 さらに，同『学校基本調査報告書』から，社会人が多く学ぶ夜問大学院の

学生数も ，１９８９年の大学設置基準改定による夜問大学院の認知を契機に大きな伸ぴを記録し，そ

の後も一貫して増加傾向にある（表２）。 また，平成１２年度の学校基本調査速報（２０００年８月４日

発表）によれば，本年度から調査が開始された「大学院在学者のうち杜会人（経常的な収入を目的

とする仕事に就いている者。ただし，企業等を退職した者及び主婦なども含む）」は，２万５千人（男子

表１　大学院修士課程入学者における社会人比率

１９８７年１９８８年１９８９年１９９０年１９９１年１９９２年１９９３年１９９４年１９９５年１９９６年１９９７年１９９８年１９９９年

全入学者数　　　２６ ．６４４２７ ．３４２２８ ．１７７３０ ．７３３３４ ．９２７３８ ．７０９４４ ．４０１５０ ．８５２５３ ．８４２５６ ．５６７５７ ．０６５６０ ．２４１６５ ，３８２

社会人入学者数　　８１５　１ ．０８７　１ ．５３９　１ ．６４７　２ ．２３３　２ ．２６３　２ ．７５２　３ ．２９８　３ ．４２２　３ ．７４２　４ ．３０５　５ ．１７７　５ ，０９２

社会人比率　　　３ ．１％　４ ．０％　５ ．５％　５ ．４％　６ ．４％　５ ．８％　６ ．２％　６ ．５％　６ ．４％　６ ．６％　７ ．５％　８ ．６％　７ ．８％

単位 ：人

（出所）文部省『学校基本調査報告書』，『我が国の文教施策』より作成

（８２３）
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　表２　夜問大学院の学生数

１９８７年１９８８年１９８９年１９９０年１９９１年１９９２年１９９３年１９９４年１９９５年１９９６年１９９７年１９９８年１９９９年

大学院（計）

大学院（男）

大学院（女）

９８　　　　　９２　　　　　８６　　　　３０９　　　　４２２　　　　５８９　　　　６６０　　　　９２５　　１ ．１２４　　１ ．３４７　　１ ．５６４　　１ ．６９４　　１ ．７６４

８９　　　　　８１　　　　　７８　　　　２４８　　　　３１９　　　　４３２　　　　４８２　　　　６０３　　　　７０８　　　　８４８　　　　９７８　　１ ．０２７　　１ ．０６２

９　　　　　　１１　　　　　８　　　　　　６１　　　　１０３　　　　１５７　　　　１７８　　　　３２２　　　　４１６　　　　４９９　　　　５８６　　　　６６７　　　　７０２

単位 ：人

（注）１９９５年以降は博士課程在籍者を含む

　（出所）文部省『学校基本調査報告書』

表３　通学のかたわら仕事に従事する人の割合

１９９０年 １９９１年 １９９２年 １９９３年 １９９４年 １９９５年 １９９６年 ユ９９７年 １９９８年 １９９９年２月 １９９９年８月

男女計

専門的 ・技術的職業従事者 ２． ４９ ２． ７０ ２． ９０ ２． ７８ ２． ６３ ２． ７３ ２． ４５ ２． ７０ ２． ４９ ２． １８ １． ９０

管理的職業従事者 ０． ００ ０． ００ ＊ ＊ ０． ００ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

事務従事者 １． １７ １． １６ １． ２３ １． ３８ １． ５３ １． ５０ １． ９３ ２． １８ ２． ４２ ２． ２２ ２． ２２

販売従事者 ユ． ６１ １． ７５ ２． ２７ ２． １４ １． ６５ ２． ５８ ２． ０２ ２． １３ ２． ３９ ２． １８ ２． １７

保安職業 ・サービス職業従事者 ４． ２２ ５． ００ ４． ８３ ５． ４２ ５． ５ユ ５． ４０ ６． ７５ ６． ６２ ６． ８４ ７． ８８ ７． ８０

男

専門的 ・技術的職業従事者 ２． ユＯ ２． ３８ ２． ３８ ２． ６０ ２． ２９ ２． ５４ ２． １０ ２． ２４ ２． ０２ １． ９４ １． ７２

管理的職業従事者 Ｏ． ００ ０． ＯＯ ＊ ＊ ０． ００ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

事務従事者 １． ０８ ０． ８２ ０． ８０ １． ３８ １． ３８ １． １７ １． ９７ ２． ５１ １． ９８ ２． ５５ ２． ２４

販売従事者 １． ０３ １． ２３ １． ９３ １． ５５ ０． ９９ １． ５２ １． ２３ １． ０１ １． ３９ １． ２２ １． ３９

保安職業 ・サービス職業従事者 ５． ４４ ５． １３ ５． ４９ ６． ０５ ６． ５３ ６． ２５ ７． ５８ ７． ６９ ７． ８２ ８． ８１ ９． ０６

女

専門的 ・技術的職業従事者 ３． ０５ ２． ８０ ３． ７２ ３． ０４ ３． １５ ３． ００ ２． ９３ ３． ３１ ３． １３ ２． ４９ ２． １４

管理的職業従事者 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

事務従事者 １． ２４ １． ２６ １． ５４ １． ３９ １． ６４ １． ７２ １． ９１ １． ９６ ２． ７０ ２． ００ ２． ３３

販売従事者 ２． ５６ ２． ６０ ２． ８０ ３． １１ ３． ８５ ４． ４４ ３． １３ ４． ０３ ４． ０７ ３． ７９ ３． ４８

保安職業 ・サービス職業従事者 ３． ５９ ４． ９０ ４． ０４ ４． ６３ ４． ４０ ４． ６６ ５． ７６ ５． ７５ ６． ３０ ７． １４ ６． ５８

単位（％）

（出所）総務庁統計局『労働力調査特別調査報告』より作成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
１万７千人 ・女子８千人）であり ，その占める割合は１２．１％となっている 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
　総務庁統計局『労働力調査特別調査報告』から計算できる従業者数に占める「通学のかたわら

仕事」に従事する人の割合（表３）とｒ大学 ・大学院」に在籍する人の割合（表４）の変化も一

つの代理指標になりえるであろう 。両項目を ｎＯｎ　ｍａｎｕａ１（広義のホワイトカラー）に関して職業

別に時系列で追うと ，事務従事者，販売従事者，保安職業 ・サービス職業従事者層において１９９０

年代を通じて増加の傾向にあることがわかる。事務従事者と販売従事者はやや右肩上がりの微増

に過ぎないが，保安職業 ・サービス職業従事者に関しては顕著な伸びが示されている。一方，専

門的 ・技術的職業従事者は横ばい ・微減の傾向，管理的職業従事者は「表章単位に満たない ・該

　　　　　　　　　　　　９）
当数字なし」となっている。また，男女別に見ても ，その傾向は全体の男女計の基調とほとんど

変わらないことがわかる 。

　このように，１９９０年代を通じて，大学院入学者 ・在籍者のおよそ１割を「社会人学生」が占め

るにいたっ ていること ，仕事をしながら学校教育制度による教育訓練を受けるホワイトカラー労

働者が増加していることは，量的な割合は小さいものとはいえ，日本におけるリカレント ・モデ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
ルの展開の観点からいえば，萌芽的な状況にあるといえよう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２４）
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表４　大学 ・大学院在籍者の割合

９３

１９９０年 １９９１年 １９９２年 １９９３年 １９９４年 ユ９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 ユ９９９年２月 ユ９９９年８月

男女計

専門的 ・技術的職業従事者 ２． ２１ ２． ４１ ２． ３７ ２． ０２ ２． ２６ １． ８６ １． ７１ ２． ００ １． ８９ １． ６９ １． ４３

管理的職業従事者 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

事務従事者 Ｏ． ７２ Ｏ． ５８ Ｏ． ６６ Ｏ． ７３ Ｏ． ８９ Ｏ． ７９ １． ０８ １． ２５ １． ３３ １． ３５ １． ユ９

販売従事者 ０． ７５ Ｏ． ８８ ユ． ２９ ０． ９６ Ｏ． ８２ ユ． ２９ ユ． ０１ １． １７ １． ３０ １． ０９ ユ． ４ユ

保安職業 ・サービス職業従事者 ２． ３９ ２． ５９ ２． ５０ ３． １５ ３． ３７ ３． ３７ ４． ６１ ４． ５７ ４． ６７ ４． ９０ ５． ２５

男

専門的 ・技術的職業従事者 ２． ３４ ２． ６２ ２． １６ ２． ３８ ２． ２９ ２． ３３ ２． １０ ２． ２４ １． ８２ １． ９４ １． ７２

管理的職業従事者 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

事務従事者 Ｏ． ８６ Ｏ． ８２ Ｏ． ８０ Ｏ． ９８ １１ １８ ０． ９８ １． ５７ １． ７４ １． ５９ ２． １６ ユ． ４３

販売従事者 Ｏ． ６９ ０． ８８ １． ５８ ０． ８６ Ｏ． ８２ ユ． １８ １． ０５ ０． ８４ １． ２２ ０． ７０ ユ． ０４

保安職業 ・サービス職業従事者 ４． １８ ３． ８５ ４． ２２ ４． ８４ ５． ７１ ５． １５ ６． ５０ ６． ６４ ６． ユ２ ７． １２ ７． ６７

女

専門的 ・技術的職業従事者 ２． ０３ １． ７５ ２． ７０ １． ５２ ２． ２１ １． ５０ １． １７ １． ６６ １． ９９ １． ３８ １． ３４

管理的職業従事者 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

事務従事者 Ｏ． ６２ Ｏ． ４２ ０． ５６ Ｏ． ５５ Ｏ． ６８ Ｏ． ６６ Ｏ． ７７ ０． ９１ １． ！６ Ｏ． ８０ １． ０４

販売従事者 Ｏ． ８５ Ｏ． ８７ Ｏ． ８４ １． １３ １． １０ １． ７８ Ｏ． ９４ １． ７３ Ｉ． ７４ ユ． ７５ ２． ０３

保安職業 ・サービス職業従事者 Ｏ． ６５ １． ６３ ユ． ２４ １． ５４ １． ５７ １． ８６ ３． ３３ ２． ８７ ３． ４４ ３． ４４ ３． ６８

単位（％）

（出所）総務庁統計局『労働力調査特別調査報告」より作成

　皿一３　日本型リカレント ・モデル

　皿一１で述べた内部労働市場の規定力，皿一２で述べたリカレント ・モデルの萌芽的状況，その

関係を労働市場構造として理論的に把握すると如何なるリカレント ・モデルが描き出せるであろ

うか 。

　前節までの議論を則提にすると ，二つの疑問が湧く 。仮に，とある労働力が大学院修士課程で

「高度専門職」になるための教育訓練を受けるとすると ，彼 ・彼女は内部労働市場と如何なる関

係をとりながら教育機関に回帰するのであろうか。また，教育訓練後，彼 ・彼女は労働市場の如

何なる位置に参入するのであろうか 。

　先のスウェーデンとアメリカの事例では，少なくとも「組織化された外部労働市場」を通じて ，

労働力は市場横断的に移動することがわかる 。スウェーデンの事例の場合は，労働力の需給調整

の観点からの教育訓練であり ，産業問 ・企業問の移動がなされるであろうし，教育訓練期問中の
　　　　　　　　　　　１１）
各種の保護政策も手厚い 。アメリカの場合，プロフェッショ ナルスクールヘの進学は，専門職

資格獲得のための教育投資の意味合いが強く ，教育訓練後は専門職労働市場が教育投資の回収機

構となり ，専門職資格を有する労働力は市場横断的に移動を行いうる。しかしながら，日本のよ

うに，新規学卒労働市場を通過した労働力が，企業組織内部において，下位の職務 ・職位階梯か

ら上位のそれへと昇進 ・昇格していくという内部労働市場の構造が支配的な場合，リカレント ・

モデルはその影響力下で本来的に示唆される展開とは異なった特徴を有するようになる 。

　ここで，日本の趨勢に則して二つの疑問に答えることが，「日本型リカレント ・モデル」仮説

の提示につながる。すなわち，第一の点に関して，労働力が学校教育に回帰する際の内部労働市

場との関係は，フルタイム就労 ・全派遣 ・一部派遣 ・休職など形態の違いはあれ，雇用契約関係

を保持した状態にある。第二の教育訓練後，労働市場に再び参入する際の位置に関しては，労働

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２５）
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図１　日本型リカレント ・モデル

力は雇用契約関係を保持している同じ職場の同じ職務 ・職位階梯へと戻る。この本来的に示唆さ

れる展開とは異なった，内部労働市場の強い規定を受けたリカレント ・モデルを「日本型リカレ

ント ・モデル」として仮説提示する。「日本型リカレント ・モデル」を概念的に図示すれば，図

１に示される¢の流れ（＜内部労働市場Ａの職務 ・職位階梯１ａ＞→＜職業型大学院＞→＜内部労働市場

Ａの職務 ・職位階梯１ａ＞という労働力移動）になる 。

　リカレント ・モデルを労働市場論として取り扱った研究は皆無であり ，リカレント ・モデルが

労働市場においてどのように機能しているのかは，ほとんど明らかになっていない。故に，この

「日本型リカレント ・モテル」は仮説の提示にとどまる。詳細な実証研究とリカレント ・モテル

の機能の評価は今後の研究課題であるが，既存の数少ない調査 ・研究から，この「日本型リカレ

ント ・モテル」を一定程度裏付けておくことは必要であろう
。

　労働力が学校教育に回帰する際の内部労働市場との関係について，日本労働研究機構
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）［１９９７ｂ１（４３－４４項）によれば，大学院修士課程に在籍する社会人学生の６２．８％が労働形態の違い

はあれ，職場との雇用契約関係にある（表５）。 また，田中雅文［１９９０１においては，大学院社

会人入学者（修士課程）の職業状況について，有職者７６ ．１％，入学退職者２３．３％（１９８８年）の数字
　　　　　　１３）
が不されている 。

　教育訓練後，再び労働市場に参入する際の位置に関しては，例えば，次のような研究 ・調査が

参考になる 。労働問題リサーチセンター［１９９６１（３９項）によれば，大学院修了が昇進に与えた

影響を杜会人学生 ・ＯＢに質問しているが，その結果はｒ変わらない」とする者が４９．２％と約半

分を占めており ，「遅くなった」「わからない」を含めるとその割合は７１ ．１％となる（表６）。 日

本労働研究機構［１９９７ｂ１（４０３－４２９項）の社会人学生 ・ＯＢに対するヒアリング記録によれば，大

学院修了が評価される一方，「職場に嫌われ，迷惑がられた入学」「出世を棒に振る覚悟で入学」

「会社に援助を申請してもなしのつぶて」「会社にはまだ受け皿はないがこれから自分で切り開い

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２６）
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　表５　社会人院生の就労状況

就労状況 内　　容 割　合

フルタイム就労 フルタイムで働きながら大学院に通っている ３１ ．４％

全派遣 勤務先から労働を全て免除されて大学院に派遣されている １８ ．６％

一部派遣 勤務先から労働を一部免除されて大学院に派遣されている １１ ．１％

休職 大学院に入学するために自発的に会杜を休職している １． ７％

パート ・アルバイト 大学院入学前も入学後もパートやアルバイトで働いている ８． ９％

入学目的退学 大学院に入学するために会社を退職した １８ ．Ｏ％

専業主婦 大学院入学前も入学後も専業主婦である ２． ６％

定年退職 定年退職して無職である １． １％

その他 入学前後で就労形態が変化したケースが含まれる ５． ８％

Ｎ． Ａ Ｏ． ８％

（出所）　日本労働研究機構［１９９７ｂ１（４３－４４項）より作成

９５

Ｎ＝１１１３

表６　大学院修了が昇進へ与える影響

回答選択肢 回答者数 割　合

早くなった ２１ ８． １％

変わらない １２８ ４９ ．２％

遅くなった １１ ４． ２％

わからない ４６ １７ ．７％

昇進と関係ない職だ ４９ １８ ．８％

無回答 ５ １． ９％

Ｎ＝２６０

（出所）労働問題リサーチセンター［１９９６１（３９項）

てゆきたい」「国内で受け皿がないため白分への投資を回収するには海外に出るしかない」「修士

号は社内では履歴に残る程度，いずれは独立や進学も考慮中」といったヒアリング結果が入学時

の職場の対応や杜会人学生の将来展望として描かれている。また，社会科学系の大学院は，高度

な職業能力を有する人材を育成する場として期待ができる一方，労働市場とのギャッ プからその

機能を果たすには多くの課題が残っているとするいくつかの研究もある（加護野忠男［１９９３１，佐

野陽子［１９９３１［１９９６１）。 これらの事柄から，内部労働市場において大学院修士課程での教育訓練

に対する評価が乏しいことが窺え，それは総じて外部労働市場が組織化されていないことをも意

味する 。その結果，労働力は外部労働市場を移動することは少なく ，同じ職場の同じ職務 ・職位

階梯にとどまる可能性が高いと判断できる 。

１Ｖ　日本型リカレント ・モデルと労働市場の模型

　最後に，今後の課題を明らかにするために，日本の労働市場の総体的理論分析として，外部労

働市場と内部労働市場を包括した動態的な労働市場の模型を職業能力開発を軸にリカレント ・モ

デルを用いることによって作成する 。

　図１に示される三つの矢印が今後，労働市場の中でリカレント ・モデルとして展開しうる労働

力移動である。¢は既に仮説提示した。内部労働市場の構造に強く規定されたリカレント ・モデ

ルであるこの型をｒ日本型リカレント ・モデル」とした。基本的には，これまでも行われてきた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２７）
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表７　教育訓練における職場主導と個人主導

時問と場所

　内容
費用負担

職場主導

Ｏｎ－ｔｈｅ－Ｊｏｂ

企業特殊的

　雇用者

個人主導

○丑一ｔｈｅ・Ｊｏｂ

分野特殊的

　労働者

（出所）Ｋａｎｅｋｏ［１９９２１ｐ５６　日本労働研究機構［１９９７ｂｌ（２９３項）

中等教育段階までの学校教員の再教育訓練や理工系の産学共同の取り組みなどを中心に，内部労

働市場の需要に従う形で，今後もこの型の労働力移動は意味を持ちえるであろう 。しかしながら ，

このリカレント ・モテルにおいては，Ｍｏｔｏｈ１ｓａ　Ｋａｎｅｋｏ［１９９２１が示すような教育訓練におけ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
るｒ職場主導」とｒ個人主導」の三つの次元の違い（表７）は看過できず，結果としてのｒ日本

型リカレント ・モデル」だけを見ては，その内実を見失う 。前者の場合は，企業内教育訓練の外

部化であり ，基幹労働力の長期的職業能力開発を狙いとした性格が強くなる。後者の場合は，主

体的な職業能力開発の萌牙であり ，外部労働市場展開の一契機となりうる可能性を有するが，依

然として内部労働市場の規定力が強ければ，職業能力開発における自律性の高まりと多様化の進

展にとどまるものとなる 。

　　に表される矢印，＜内部労働市場Ａの職務 ・職位階梯１ａ＞→＜職業型大学院＞→＜内部労

働市場Ａの職務 ・職位階梯２ａ＞という労働力移動は，外部労働市場と内部労働市場，双方の流

動化の拮抗として出現する。モデル的な特徴としては，「日本型リカレント ・モデル」を基礎と

しながらも ，教育訓練後は同じ内部労働市場において職務 ・職位階梯が変更するところにある 。

このリカレント ・モテルは，ホワイトカラーの量的拡大からくる内部労働市場におけるポスト不

足に対応した「処遇的専門職」ではなく ，業務の複雑化 ・高度化によるホワイトカラー労働力の

専門職化を背景に展開するものである 。労働省『雇用管理調査』（１９９９年１月）によれば，企業規

模によって専門職制度の活用には格差があるが，専門職制度の設定理由では規模に関係なく「生

産， 販売等の各分野の個々の労働者をスペシャリスト化して，その能力の有効発揮を図るため」

の割合が一番高く ，内部労働市場において専門職化による効率的な労働力配置の意識が高まっ て

いるといえよう 。業績主義的な処遇の傾向が強くなる企業内専門職に関しては，杜会保障など多

くの課題があるが，職業能力開発の観点からすれば，ホワイトカラー労働力の企業内専門職への

職種転換に際して，リカレント ・モデルは一定の機能を果たしうると考えられる 。また，新規学

卒の採用段階での部門別採用などは，労働力により強固な専門的能力を要求するし，専門職制度

がない場合でも ，専門的能力の開発，再教育訓練，資格の獲得など労働力の専門能力を高めるこ

とは十分に考えられる。このような労働力の専門職化の傾向が進めば，リカレント ・モデルは　

の労動力移動をなしえる 。

　　に表される矢印，＜内部労働市場Ａの職務 ・職位階梯１ａ＞→＜職業型大学院＞→＜内部労

働市場Ｂの職務 ・職位階梯２ｂ＞という労働力移動は，本来的なリカレント ・モデルが示す労働

力移動の型である。しかしながら，「組織化された外部労働市場」が存在しないわが国の労働市

場においては，この型の労働力移動は，ベンチャー企業や新産業分野へ高い専門能力を持つ労働

力を供給する役割が期待できるものの，比較的転職の可能性が多く残されている若年層のごく一

部に限られた例外的なものである。そもそも ，労働力移動の現実的内実（移動契機 ・移動のパター

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２８）
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ンなど）と移動可能性は区分される概念であり ，移動可能性がありながら移動しないという労働

力の主体的選択の結果が存在することはもちろんである。しかし，現在の労働市場状況は，本来

的にリカレント ・モデルが示唆する　の型による労働力移動の可能性を保障しえていないことに

よって，¢の型を内部労働市場の強い規定を受けた「日本型リカレント ・モデル」たらしめてい

る。 限定はあるにせよ ，この　に示されるリカレント ・モデルに移動可能性を付与することが ，

¢と　のリカレント ・モデルが持つ意味をも変えていくことになる。故に，この　の矢印に示さ

れる本来的なリカレント ・モデルが，「組織化された外部労働市場」を通じて，わが国の労働市

場で如何に機能するかを質的な面から考えなければならない。この　に示されたリカレント ・モ

デルは，日本の外部労働市場 ・内部労働市場の今後の展開を見極める一つの試金石となるもので

ある 。

　以上，複雑にからみあう様々な要因を簡略化して，抽象的な形で労働市場の模型化を試みた 。

もちろん，本稿で示された模型は，今後の労働市場の展開方向やその他の外部要因に大きく左右

される流動的なものであり ，必ずしも一般化はできない。また，労働力の属性によっても多様な

展開が考えられるし，職業や産業，企業規模という分析軸によってさらに複雑性が増すものであ

る。 しかしながら，その意味は，時代背景や内容の蓄積は違うが，氏原正治郎［１９５４１の次の文

章が説明してくれるように思う 。

　この模型（京浜工業地帯における労働市場の模型一引用者注）の作成が，日本の労働問題

の理論および政策に非常に広い応用範囲をもつことを確信している。たとえば，労働組合の

組織および機能，賃金，職業安定所の機能，労働教育などは，これである 。（氏原正治郎

［１９５４１あとがきより）

Ｖ　おわりに

本稿の残す課題は多いが，その様々な課題の中でも ，労働市場研究として特に重要と思われる

ものに関して，以下に述べて結語とする。下記の点は今後の研究課題としたい 。

１）本稿の考察は，王として労働力供給の観点からのものであった。今後，最も重要なことは ，

　　その需要サイドからの分析である。内部労働市場の視点からは，企業の労務管理の変化や職

　　務構造の変遷を詳細に分析する必要があるし，また，外部労働市場の視点からは，職業能力

　　の社会的標準化を確立するシステムに関しての考察が必要である 。

２）労働市場の組織化を考える場合，職業能力開発と対をなす職業紹介事業を考察の対象に入れ

　　る必要がある。労働市場の問題としてリカレント ・モデルを取り上げる場合，教育訓練後 ，

　　労働力が労働市場に参入する際に職業紹介事業が如何に関わりえるのかを検証する必要があ

　　ろう
。

３）熟練（職業能力）の理解も重要な鍵である 。人的資本論がいう「一般熟練」「特殊熟練」だけ

　　ではなく ，熟練の水準や技術革新 ・社会変化によって解体されない熟練の耐久力など，熟練

　　の内実の正確な把握が必要である。なぜならば，熟練の質は労働力の移動可能性を大きく左

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２９）
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　　右するからである 。

４）本稿では，１９７０年代のスウェーテンとアメリカのプロフェソショ ナルスクールを国際比較の

　　事例として取り上げたが，学校と企業の「効率的な融合」を位置付けるために，労働市場構

　　造を含めて，より詳細な国際比較研究を展開していく必要がある 。

５）リカレント ・モデルによる労働力の回帰先が学校教育には限られないというリカレント ・モ

　　デルの新しい可能性を求める視点も必要である。企業と学校以外の組織をも含め，社会全体

　　で能力の開発を行いうるという意味での新しい「社会教育」のシステムを模索することが求

　　められよう 。

※本稿の作成にあたり ，横山政敏先生には数多くの有益なコメントをいただいた。ここに記して感謝申

　し上げたい。ただし，本稿の記述に関する責任はすべて筆者に帰するものである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）フロント ・エンド ・モデルとは，教育 ・就労 ・余暇（引退生活）が各個人の人生において直線的に

　配列されているとするモデルである 。リカレント ・モデルと対比されるその特徴は，教育が人生の前

　半部分に集中するところにある（池田秀雄１１９８４１を参照）。

２）矢野眞和［１９９６１（１５８－１５９項）によると ，これまでの教育と経済を結びつける研究の中心は，教育

　セクターから経済セクターに向かって人がどのように流れているかという「教育人口の流体モデル」

　であった。また，そこで矢野は教育と労働と技術と経済を総合的にみる枠組み装置の必要性を提起し

　ている 。

３）１９７０年代スウェー デンのリカレント教育に関しては，例えば，次の文献に詳しい。市川昭午
　［１９７９１ ，伊藤正純［１９９６１ ，Ａ１ｂｅれＴｕ１ｊｎｍａｎ［１９８９１ ，Ｋｊｅ１ｌ　Ｒｕｂｅｎｓｏｎ［１９９４１

４）高度成長期の各機関の職業訓練体制については，隅谷三喜男 ・古賀比呂志［１９７８１（１９７－３１２項）に

　詳しい 。

５）当時の職業安定所の果たした役割については，乾彰夫［１９９０１，加瀬和俊［１９９７１，苅谷剛彦他

　［２０００１に詳しい
。

６）文部省『我が国の文教施策』において用いられている「杜会人学生」とは，「社会人特別選抜（入

　試で大学が別途設置する社会人枠による選抜）により入学する学生，一般入試から入学する会社勤務

　（家事従事者を含む）などの社会人経験を経た学生又は現在勤務中の学生」のことを指す。ただし ，

　表１の「１９９９年」の「社会人入学者数」の数値に限り ，「社会人特別選抜」により入学した者の数で

　ある 。

７）文部省発表による 。

８）同調査においては，「従業者」は「調査期問中，収入を伴う仕事に１時間以上従事した者（家族従

　業者の場合は無給であ っても「従業者」とする）」と定義されている。統計表中「Ｏ」の値は，集計

　した「従業者」の数値が表章単位（万人）に満たないものの結果であり ，「＊」は該当数字のないこ

　とを示す。また，同調査における「従業者」の定義から，これらの項目には夜問大学等に通う勤労学

　生が含まれると考えられるが，夜間大学に通う学生は『学校基本調査報告書』によれぱ，１９９０年代を

　通じて１２万人前後の横はい傾向にあることから，両項目の増加の要因に与える勤労学生の影響は小さ

　いものと考えられる 。

９）専門的 ・技術的職業従事者がこのような傾向にあることに関しては，従来から行われてきた中等教

　育段階までの学校教員の再教育訓練や理工系の産学遵携の需要が安定的に推移していることによるも

　のと考えられる。また，管理的職業従事者に関しては，管理職労働市場の欠如や管理職の外部経験評

　価が低いこと等がその要因であると考えられる。例えば，岸智子［１９９８１は，転職前後の職種が同一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３０）



　　　　　　　　　　　　　　労働市場の展開と職業能力開発（平尾）　　　　　　　　　　　　　９９

　かどうかに関するダミー変数を説明変数，転職前後の賃金変化率を被説明変数とする計量分析を行い
，

　管理職の外部経験が評価されていないとする結論を導いている 。

１０）労働力の本来的役割は労働にあるので，労働力人口や就業者に占める教育訓練者の量的比重が小さ

　いのは至極当然のことである。問題は，量的な拡大そのものにあるのではなく ，リカレント ・モデル

　が職業能力開発システムとしてどのように機能しているのか，という質的なものにある 。

１１）スウェーデンの職業訓練制度に関する文献としては，例えば，日本労働研究機構［１９９７ｃ１がある 。

１２）　日本労働研究機構［１９９７ｂ１（７項）では，「社会人」の定義は，「大学を卒業してから一定期問を

　経たのちに大学院に入学した者」となっている 。

１３）田中雅文［１９９０１では，データの性格から「社会人」とは「有職者と入学のために退職した者」に

　限定されている。資料出所は，文部省高等教育局調へ「大学院社会人入学者全体に関するテータ」で

　ある 。

１４）　日本労働研究機構１１９９７ｂ１（２９３－３２２項）においては，Ｋａｎｅｋｏの「個人王導」型をさらに外部労

　働市場を志向する「転職 ・脱サラ」型と内部労働市場に留まろうとする「自己啓発」型に分けて，調

　査結果の分析が行われている 。
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